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１　検討に当たって
○　「消防職員の団結権のあり方に関する検討会（以下「検討会」という。）」では、消防職員の団結権のあり方について、労働基本権の尊重と、国民の安心・安全の確保の観点から、検討を重ねてきた。
○　検討会では、平成２２年１月２２日に第１回の検討会を開催して以来、これまで７回の検討を行い、この間、消防本部における現地視察及び消防職員との意見交換や、地方公共団体の当局や労働団体など１０の関係団体に対するヒアリングも行った（これまでの検討会における主な意見は、別添資料１のとおり。）。
○　こうした中で第７回検討会において、専門的かつ第三者的立場から検討を行うためのワーキンググループを設置することとされた。
○　本ワーキンググループに与えられた課題は、第７回検討会で提示された「主要な論点」（別添資料２）に沿って考え方を整理していくことであり、これまでの経緯や検討会における議論も踏まえて検討を行うこととする。
２　これまでの経緯と検討の視点
（１）消防職員の団結権問題に関するこれまでの議論の経緯
○　日本の消防職員の団結権のあり方については、これまで国内外で長年議論されてきた（別添資料３参照）。その概略は以下のとおりである。
○　日本国憲法第２８条は、公務員を含む「勤労者」に団結権、団体交渉権及び団体行動権を保障している。一方で、この労働基本権は憲法第１３条の規定の趣旨に照らして「国民全体の共同利益の見地からする制約を免れないもの」（全農林警職法事件判決（最大判昭和４８年））と解されており、公務員は、「全体の奉仕者」（憲法第１５条第２項）としての地位の特殊性と職務の公共性を有すること、また、「財政民主主義に表れている議会制民主主義の原則により、その勤務条件の決定に関し国会又は地方議会の直接、間接の判断を待たざるをえない特殊な地位」（全逓名古屋中郵事件判決（最大判昭和５２年））にあること（憲法第４１条、第８３条等）等を踏まえて、公務員法制上、その労働基本権に一定の制限が設けられている。
○　日本の消防職員の団結権は、昭和２１年に施行された戦後初の労働立法である旧労働組合法に禁止規定が設けられて以来、昭和２６年に施行された地方公務員法にも禁止規定が引き継がれるなど、一貫して認められていない。
○　結社の自由及び団結権の保護に関する条約（ＩＬＯ第８７号条約）第９条第１項では、「この条約に規定する保障を軍隊及び警察に適用する範囲は、国内法令で定める」こととされている。
○　日本政府は、ＩＬＯ結社の自由委員会における、日本の消防職員は「警察及び警察と同視すべき若干の職務」と見なす旨の見解を踏まえ、また国内的にも、労働問題懇談会条約小委員会における我が国の消防の作用は、ＩＬＯ第８７号条約にいう「警察に包含される」旨の報告を踏まえて、昭和４０年にＩＬＯ第８７号条約を批准した。
○　しかしながら、昭和４８年、ＩＬＯ条約勧告適用専門家委員会から消防職員の職務が軍隊及び警察に関するＩＬＯ第８７号条約第９条に基づいて「この種の労働者を除外することを正当化するような性質のものであるとは考えない」「政府がこの種の労働者についても団結権が認められるよう適当な措置をとることを希望する」旨の意見が出され、以後、同様の指摘が続けられてきた（昭和５２年、平成元年、平成５年）。
○　こうした中で、旧自治省（総務省）と全日本自治団体労働組合の間では、定期的に協議が行われてきた。その協議の結果に基づき、平成８年には消防職員委員会制度が導入され、ＩＬＯ基準適用委員会において「満足をもって歓迎」する旨の報告が行われている。また、平成１７年には意見とりまとめ者の設置など消防職員委員会制度の改善が行われており、ＩＬＯ結社の自由委員会において「興味を持って歓迎する」旨の報告が行われている。
○　その一方で、公務員制度改革と関連して、平成１４年にはＩＬＯ結社の自由委員会において、消防職員への団結権の付与について「全ての関係者と十分、率直かつ有意義な協議が速やかに行われるよう強く勧告」する旨の報告が行われ、それ以降、同様の報告が繰り返し行われているところである（平成１５年、平成１８年、平成２０年、平成２１年、平成２２年）。
（２）検討の視点
○　これまでの政府の見解や検討会での議論を踏まえると、消防職員の団結権が認められていない理由については、以下の２点に大別できる。
①　日本の消防は、ＩＬＯ第８７号条約により団結権のあり方を国内法令で定めることができることとされている警察と同様の使命・任務を持っていると考えられてきたこと
②　消防職員の団結権を回復（※）することにより、以下のような課題・懸念が生じるのではないかと考えられてきたこと
・　職員間の対抗関係を生じさせることになり、指揮命令系統や、部隊内の信頼関係に影響を与えるのではないか。
・　住民の生命・財産を守るという消防の任務に支障が出るのではないかという観点から、地域住民との信頼関係に影響を与えるのではないか。
・　消防職員が自らの権利を主張することにより、消防団との連携や信頼関係に影響を与えるのではないか。
○　本検討会設置以前の議論では、①の面からは、消防は警察と同様の使命・任務を持っているとの主張の一方、消防と警察の具体的な活動内容等の違いについての検討を行ってこなかったのではないかと考えられる。
○　また、②の面からは、こうした懸念について、団結権を回復する場合の具体的な制度のあり方についての検討を行ってこなかったのではないかと考えられる。
○　そこで、本ワーキンググループでは、こうした問題意識のもとで、検討を試みることにする。
（※）以下の検討においては、団結権は憲法２８条によって本来勤労者に保障される権利であるとの視点から、消防職員の団結権について「回復」するという表現を用いている。
３　２で示した視点に係る検討
（１）消防と警察との関係について
（整理する事項）
○　消防職員の団結権を検討する際には、同じ根拠条文（地方公務員法第５２条第５項）によって団結権が認められていない警察職員との関係について、改めて整理を行う必要がある。
○　警察職員の団結権の是非等については、本検討会における検討の範疇ではないが、これまで消防職員に団結権が認められていない理由として、日本の消防は警察と同様の使命・任務を有することとされてきたことを踏まえて検討を行う必要がある。
このため、ここでは、消防職員の団結権のあり方は、警察職員と併せて検討する必要があるのか、あるいは、消防職員についてのみ団結権のあり方を検討することができるのかについて、一定の整理を行う。
（消防と警察の共通点について）
○　日本の消防と警察は、「国民の生命、身体及び財産の保護」や「公共の秩序の維持」という同様の目的をもち、お互いに補完しあう関係にある。
○　すなわち、消防の目的は、「火災を予防し、警戒し及び鎮圧し、国民の生命、身体及び財産を火災から保護するとともに、火災又は地震等の災害による被害を軽減するほか、災害等による傷病者の搬送を適切に行い、もって安寧秩序を保持し、社会公共の福祉の増進に資すること」（消防法第１条）であり、警察の目的は、「個人の権利と自由を保護し、公共の安全と秩序を維持する」（警察法第１条）ことである。こうした同様の目的をもっていることから、「国民の生命、身体及び財産の保護のために相互に協力」（消防組織法第４２条）することにより、お互いに補完しあうこととされている。
○　また、消防職員及び警察職員は、その職責上、国民の生命、財産を守るため、一身の危険を顧みず職務を遂行する義務を負うものであり、これらの職員の組織が一糸乱れず任務を達成するためには、とりわけ厳しい服務規律を維持することが必要であるといった点も共通している。
○　こうした視点からすれば、日本の消防は、直ちに警察と性質が異なるものとは言えないと考えられる。
（消防と警察の相違点について）
○　一方で、消防と警察は、「国民の生命、身体及び財産の保護」や「公共の秩序の維持」といった目的は同様であるが、それを達成するための具体的な活動内容等については、相違点もある。
○　警察が、「公共の安全と秩序の維持」のため、「犯罪の予防、鎮圧及び捜査、被疑者の逮捕、交通の取締」（警察法第２条）といった、個人（特に犯罪を犯した者）の身体等に対する直接的な強制力を行使することを活動内容としている点は、消防とは大きく異なるのではないかと考えられる。警察には、こうした活動のため、逮捕権をはじめとする捜査のために必要な様々な権限が認められているほか、警察官職務執行法第７条において、必要と認められる範囲で、武器を使用する権限も認められている。
他方で、消防は、火災をはじめとした災害等から国民を守ることが主な活動内容となっており、そうした活動を通じて、公共の秩序の維持という目的を達成する。
○　また、国の公安に係る騒乱、災害、重大なテロ等の緊急の事態の際には、国家社会全体の安全と存立に関する問題として、国がその事態の収拾について直接にその責任を負う必要がある。このため、警察庁長官は、「警察庁の所掌事務について、都道府県警察を指揮監督する」（警察法第１６条第２項）こととされているほかに、緊急事態に際して治安維持のため特に必要があるときには、警察法第６章の規定に基づき、緊急事態の布告を発して内閣総理大臣が直接に警察組織を統制することもできる。警察は、このような責務を有する組織であると位置付けられている点が、消防とは異なると言えるのではないかと考えられる。
（消防職員のみ団結権のあり方を検討することについて）
○　消防と警察のこのような相違点を念頭に置きつつ、本ワーキンググループにおいては、労働基本権を最大限尊重する立場から、我が国の立法政策として、消防職員の団結権のあり方のみを検討する余地があるのではないかと考える。
○　なお、消防職員について団結権のあり方を検討するとした場合においても、消防には、厳正な規律と統制のとれた迅速果敢な部隊活動が必要であることに変わりなく、団結権を回復することで、上司と部下との間に対抗関係を生じさせることになり、上命下服の服務規律を維持することが困難になるのではないかといった課題や懸念事項に十分配意することが必要である。
（２）団結権の回復に伴う懸念事項について
○　ここではまず、検討会でも指摘のあった、消防職員に団結権が認められている事例として、①諸外国の状況及び②本土復帰前の沖縄の状況について、検証を行う。
　（諸外国の状況）
○　今回の検討にあたり、事務局において、諸外国の消防行政の概要及び職業的消防職員の労働基本権の状況等について調査を行った。外務省国際協力局を通じ各国の在外公館へ調査訓令を発出し、２１カ国２２地域に対し調査を行った（調査の結果については、別添資料４参照）。
○　その結果、消防職員に団結権が認められていない国は、調査対象国中、ブラジル、韓国、タイの３カ国であった。なお、ブラジルについては、消防職員は軍人であるため団結権が認められていないとの回答であり、また、韓国及びタイについては、そもそもＩＬＯ第８７号条約を批准していない。
その他、フランスでは、消防職員に、団結権が認められているが、パリ市及び周辺３県、マルセイユ市においては、軍隊が消防事務を担っており、軍人である消防職員には団結権が認められていないという状況にある。
○　また、ベルギー、イギリス、オランダ、ノルウェー、スウェーデン、アメリカ（ニューヨーク州）及びメキシコ（メキシコ市）においては、消防職員がストライキを行った事例も報告された。その際には、軍隊やストライキに参加しなかった消防職員等により消防業務が実施された等の報告を受けており、重大な支障を生じたといった内容の報告はなかった。
（本土復帰前の沖縄の状況）
○　第３回検討会の関係団体のヒアリングにおいて、消防職員に団結権が認められていた事例として、本土復帰（昭和４７年）以前のアメリカ軍施政統治下の沖縄について発言があり、本ワーキンググループにおいて、その状況について検証を行った。
○　沖縄においては、昭和２５年の「消防隊に関する法」及び昭和３７年の「消防組織法」により、消防に関する責任は市町村が有することとされており、消防職員は全て市町村職員であった。
○　当時、消防職員を含む市町村職員には、民間労働者と同じ労働法制が適用されていたため、団結権、団体交渉権、争議権が認められていた。
※　琉球政府の公務員については、「琉球政府公務員法」により、協約締結権が認められず、ストライキが禁止されるなど、労働基本権が制限されていた。一方で、沖縄の市町村職員を対象とした市町村公務員法案については、琉球政府立法院に上程されて数回にわたって審議されたものの成立しなかったため、市町村職員は民間の労働法制が全面的に適用されることとなった。
○　当時の模様については、本土復帰前は消防職員も他の市町村職員と同じ労働組合に加入しており、他の市町村職員と一体となって、市長・助役・総務部長等の市当局と団体交渉を行っていたようであった。
　　なお、ストライキも毎年のように発生していたが、消防職員については、非番員のみが参加するなど、消防活動に支障が生じないようにしていたようであった。
（団結権の回復に伴う懸念事項について）
○　諸外国の状況や本土復帰前の沖縄の状況を見る限りにおいては、団結権が認められていることにより消防業務に現実に支障が生じているかどうかまでは、確認することはできなかった。
○　そこで、より議論を深めるために、団結権を回復する場合の制度のあり方について、４において具体的なパターンをあげて検討する。
○　なお、諸外国や本土復帰前の沖縄においては、消防職員が争議権を有している事例も見られるところであり、検討会においても、団結権の回復に伴う懸念事項に関連して、消防職員のストライキについての議論が行われた。
検討会においては、消防職員がストライキを行うことにより、住民生活の安心・安全が脅かされるおそれがあることから、消防職員に争議権は認められるべきではないとのコンセンサスが得られたところであり、以下においては、争議権は検討の対象から外している。 
４　団結権回復のあり方
（１）団結権を回復する場合のパターンについて
○　ここでは、団結権を回復する場合の制度のあり方について、「主要な論点」でも指摘されていたとおり、当局との交渉のあり方についてどう考えるのかという点も含めた検討を行う。
○　検討会における議論の過程において、団結権の回復のあり方を巡って、様々な意見・イメージが各委員から示された。これらの意見を参考としつつ、「主要な論点」で示したケースを踏まえて団結権を回復する場合のパターンを整理すれば、大きく次の３つに集約されるものと考えられる。
【パターンＡ】団結権を回復し、一般行政職員（※）と同様に当局との交渉を行う。
【パターンＢ】団結権を回復し、当局との交渉に代わる協議の仕組みを構築する。
【パターンＣ】団結権を回復し、当局との交渉も協議も行わない。
（※）一般職に属する非現業の地方公務員のうち、消防職員及び警察職員を除く職員をいう。以下同じ。
○　ワーキンググループでは、検討会での議論も踏まえてさらに検討を進め、パターンＡ及びパターンＢについては、以下のとおり、それぞれさらに２つに分けて考えることとした。
・　パターンＡについては、当局との交渉を行う際に、一般行政職員と全く同じ制度とする考え方【パターンＡ－１】と、消防職員には何らかの法律上の特例を設ける考え方【パターンＡ－２】に分類する。
・　パターンＢでは、当局との交渉に至らないかたちで職員側の委員と当局側の委員とが集まり協議する仕組みについて検討したが、職員側の委員の選任方法について、職員の団体が直接指名する考え方【パターンＢ－１】と、職員の団体の推薦に基づき当局側が指名する考え方【パターンＢ－２】とに分類する。
○　そこで、以下、各パターンを相互に比較するかたちで、考えられる検討課題等について、具体的な検討を行うこととする。ここでの検討課題等は、それぞれの制度の具体的なあり方を検討していく場合に考えられるものについて、制度論にとどまらず、実態面・運用面において考えられるものまで含めて幅広く抽出したものである。
（２）パターンごとの考え方
【パターンＡ－１】団結権を回復し、一般行政職員と同様に当局との交渉を行う。
（消防職員も一般行政職員と全く同じ制度とする。）
１　制度の概要
○　地方公務員法第５２条第５項を改正（「及び消防職員」を削る。）し、消防職員による職員団体の結成又は加入を認める。
○　消防職員の結成又は加入する職員団体は、地方公務員法第５５条に規定されたルールに基づき、当局と交渉することができる。 

＜地方公務員法第５５条に規定されたルールの例＞ 

・交渉事項は職員の給与、勤務時間その他の勤務条件等であり、管理運営事項は対象とならない。 
・交渉は、職員団体が役員の中から指名する者と当局の指名する者の間で行う。 
・当事者間であらかじめ議題・時間・場所等を取り決める（予備交渉）。 
・適法な交渉を勤務時間内に行うことができる。
・地方公共団体の事務の正常な運営を阻害することになったとき等には、交渉を打ち切ることができる。
・職員団体は、当局と書面による協定を結ぶことができ、当該協定は、双方が誠意と責任をもって履行しなければならない。　等
２　制度の趣旨
○　消防職員の団結権を回復し、一定のルールの下での交渉により職員の勤務条件の維持改善を図る。
○　一般行政職員において既に実施されている制度であり、運用に関する前例を参考にすることができる。
３　検討課題及びこれに対する対応策等
○　検討会で指摘されていた団結権の回復に伴う課題・懸念事項が顕在化するおそれがある。 

＜懸念の例＞
・職員間に対抗関係を生じさせることにより指揮命令系統や部隊内の信頼関係に影響を与えるおそれ

・住民の生命･財産を守るという消防の任務や地域住民･消防団との信頼関係に支障が出るおそれ 

→　これらの課題･懸念については、消防職員が職員団体を結成し、又は加入する場合の留意点について、現行法令を遵守し、適切な制度の運用を図るよう、通知等を発出することにより対応することが考えられる。 

＜通知する内容の例＞
（１）指揮命令系統や部隊内の信頼関係に与える影響に対する対応策
・　消防事務に関する指揮命令については、職員団体への加入の有無に関わらず、従わなければならない（消防組織法第１４条　上司の指揮監督権）。
（２）常時災害に対応できる消防体制を確保するための対応策
・　法令により認められた場合を除き、勤務時間中は職員団体に関する活動を一切行うことはできない（地方公務員法第３５条　職務専念義務）。
・　休暇取得に当たっては、消防体制に影響のないようにしなければならない（労働基準法第３９条　年次有休休暇の時季変更権）。
○　一般行政職員において既に実施されている制度を適用することとなることから、一般行政職員の職員団体の一部において問題とされている運営実態が、消防職員にも及ぶおそれがある。 

＜職員団体の一部において問題とされている運営実態の例＞ 

　　・「適法な交渉」以外に勤務時間内に有給で行われる職員団体の活動 

　　・職務専念義務の免除に係る適切な手続を踏まないなどの労使間での不適正な労使慣行　　　　　　　　　　　    

→　こうした懸念に対しては、一般行政職員も含めて、適切な制度の運用を図るべきであり、通知等により周知することで対応することが考えられる。
○　一般行政職員の当局との交渉のあり方については、協約締結権の付与も含めて公務員制度改革において検討されていることから、その検討結果により、消防職員に導入される制度について、別途の検討が必要になる可能性がある。 

　　→　このため、消防職員の団結権に係る制度の具体化は、公務員制度改革の内容を十分踏まえた上で、併せて検討することが適当である。
【パターンＡ－２】団結権を回復し、一般行政職員と同様に当局との交渉を行う。
　　　　　　　　　（ただし、消防職員に法律上の特例を設ける）
１　制度の概要
○　地方公務員法第５２条第５項を改正（「及び消防職員」を削る。）し、消防職員による職員団体の結成又は加入を認める。 

○　消防職員の結成又は加入する職員団体は、地方公務員法第５５条及び下記特例のルールに基づき当局と交渉することができる。
○　団結権の回復に伴う課題・懸念事項に対する対応策を、法律上の特例として規定する。 

＜法律上の特例として考えられる例＞ 

（１）指揮命令系統や部隊内の信頼関係に与える影響に対する対応策
→「災害時等においては、消防職員は上司の命令に従わなければならない。」
（２）常時災害に対応できる消防体制を確保するための対応策
→「消防職員が交渉に参加する場合にあっては、災害に即時対応できる体制を確保する観点から、消防長の承認を得なければならない。」
２　制度の趣旨
○　消防職員の団結権を回復し、一定のルールの下での交渉により職員の勤務条件の維持改善を図る。
○　パターンＡ－１と同様、一般職員において既に実施されている制度をもとにした制度であり、運用に関する前例を一定程度参考にすることができる。 

○　団結権の回復に伴う課題・懸念事項について、対応策を法律上の特例として規定することにより軽減できるのではないかと考えられる。 

３　検討課題及びこれに対する対応策
○　上記の法律上の特例については、基本的には現行法制度を的確に運用することで足りる事項ではないかと考えられる。 

　＜法律上の特例として挙げた事項と、これに対応する現行地方公務員法等の規定＞
（１）「災害時等においては、消防職員は上司の命令に従わなければならない。」
　　地方公務員法第３２条「法令等及び上司の職務上の命令に従う義務」、地方公務員法第３５条「職務専念義務」、消防組織法第１４条「上司の指揮監督」により対応可能。
（２）「消防職員が交渉に参加する場合にあっては、災害に即時対応できる体制を確保する観点から、消防長の承認を得なければならない。」
　　地方公務員法第５５条第５項では、交渉の当事者は、あらかじめ取り決めた員数の範囲内で、職員団体が役員の中から指名した者と当局が指名した者とすることとされている。
○　「災害時の出動」といった消防職員にとっていわば当然の責務について法律により担保することは、かえって消防職員の士気に悪影響があるのではないかと考えられる。
→　これに対して、地方公務員法等の関係法令の規定を適切に運用する（そのための通知を発出する）ことにより、団結権の回復に伴う課題・懸念事項に対応することとすると、結果的にパターンＡ－１との間に相違はないこととなる。 
○　パターンＡ－１同様、一般行政職員の職員団体の一部において問題とされている運営実態が、消防職員にも及ぶおそれがある。
○　パターンＡ－１同様、公務員制度改革の検討結果によっては、消防職員に導入される制度について、別途の検討が必要になる可能性がある。 
【パターンＢ－１】団結権を回復し、当局との交渉に代わる協議の仕組みを構築する。　　　（委員の半数を当局が指名し、残りの半数について職員の団体が直接指名する）
１　制度の概要
○　現行法どおり、消防職員には、当局と交渉する団体の結成・加入を認めず、地方公務員法上の職員団体の対象外とする。
○　別途、法律上、勤務条件の維持改善を図ることを目的とする消防職員独自の団体（「消防職員団体（仮称）」）の結成について規定する。
○　法律上、地方公務員法に規定する当局との交渉に至らないかたちで、消防職員団体（仮称）側の職員と地方公共団体の当局側の職員とが集まり協議する仕組み（「消防職員勤務条件委員会（仮称）」）について規定する。
＜「消防職員勤務条件委員会（仮称）」の一例（労働基準法第３８条の４「労使委員会」を参考）＞ 

・消防本部に、消防職員の勤務条件を調査審議するため、消防職員勤務条件委員会（仮称）を置く。
・委員長は、消防長又は消防長に準ずる職にある消防職員のうちから消防長が指名する者とする。
・委員の半数は消防長の指名委員、半数が消防職員団体（仮称）の指名委員（消防職員に限る。）とする。 
　　 ・審議事項は勤務条件のみ（管理運営事項は審議できない。）とする。 
・審議結果に基づき、消防長（又は市町村長）に意見を提出する。
・委員会の議事については、職員に周知を図ることとする。
２　制度の趣旨
○　消防職員の団結権を回復し、一定の協議の仕組みにより職員の勤務条件の維持改善を図る。
○　新たな協議の仕組みの導入に当たっては、これまで実施してきた消防職員委員会の運用実績を参考にすることができるのではないかと考えられる。
○　労使が対立する「交渉」ではなく、労使が共同で構成する委員会の場で、勤務条件について協議する仕組みであるため、職員間の対抗関係が生じるとの懸念が生じないことが期待できるのではないかと考えられる。
３　検討課題及びこれに対する対応策
○　消防職員団体（仮称）が、市町村長や消防長に対して「要望書の手交」や「当局との話し合い」などを求めてきた場合に、「事実上の交渉」が行われるおそれがあるのではないかと考えられる。
→　このような事態に対応するため、「要望書の手交」や「当局との話し合い」などと称して、市町村長や消防長に対し、「事実上の交渉」を求めてきた場合には、消防職員勤務条件委員会（仮称）における協議を行うべきであり、この旨を法律上、確認的に規定するか。
○　委員を「当局側委員」と「消防職員団体（仮称）側委員」に分けて協議を行う以上、意見の対立等が生じることは避けられず、「職員間の対抗関係」について完全に払拭することができるとは言い難いのではないかと考えられる。 
○　交渉に代わる「協議の仕組み」という新たな制度を導入することになることから、具体的な制度設計に当たっては、更なる検討を要する。
＜検討を要する事項の例＞
・　消防職員団体（仮称）がない消防本部においても、消防職員勤務条件委員会（仮称）を設置することとするか。
・　消防職員団体（仮称）が複数あるなどの場合に、消防職員団体（仮称）側委員の指名をどのように行うのか。
・　消防職員勤務条件委員会（仮称）は、どのような手続きにより開催することとするか。　等
【パターンＢ－２】団結権を回復し、当局との交渉に代わる協議の仕組みを構築する。　　　　　　　　　　　　　　（委員は当局が任命し、その半数については職員の団体の推薦に基づくものとする）
１　制度の概要
○　現行法どおり、消防職員には、当局と交渉する団体の結成・加入を認めず、地方公務員法上の職員団体の対象外とする。
○　別途、法律上、勤務条件の維持改善を図ることを目的とする消防職員独自の団体（「消防職員団体（仮称）」）の結成について規定する。
○　法律上、地方公務員法に規定する当局との交渉に至らないかたちで、消防職員団体（仮称）側の職員と地方公共団体の当局側の職員とが集まり協議する仕組み（「消防職員勤務条件委員会（仮称）」）について規定する。
＜「消防職員勤務条件協委員会(仮称）」の一例(労働安全衛生法第１８条「衛生委員会」を参考）＞ 

・消防本部に、消防職員の勤務条件を調査審議するため、消防職員勤務条件委員会（仮称）を置く。
・委員長は、消防長又は消防長に準ずる職にある消防職員のうちから消防長が指名する者とする。
・委員の半数は消防長の指名委員、半数が消防職員団体（仮称）の推薦に基づき消防長が指名する委員（消防職員に限る。）とする。 
・審議事項は勤務条件のみ（管理運営事項は審議できない。）とする。 

・審議結果に基づき、消防長（又は市町村長）に意見を提出する。
・委員会の議事については、職員に周知を図ることとする。
２　制度の趣旨
○　消防職員の団結権を回復し、一定の協議の仕組みにより職員の勤務条件の維持改善を図る。
○　新たな協議の仕組みの導入に当たっては、これまで実施してきた消防職員委員会の運用実績を参考にすることができるのではないかと考えられる。
○　労使が対立する「交渉」ではなく、労使が共同で構成する委員会の場で、勤務条件について協議する仕組みであるため、職員間の対抗関係が生じるとの懸念が生じないことが期待できるのではないかと考えられる。
３　検討課題及びこれに対する対応策
○　消防職員団体（仮称）が、市町村長や消防長に対して「要望書の手交」や「当局との話し合い」などを求めてきた場合に、「事実上の交渉」が行われるおそれがあるのではないかと考えられる。
→　このような事態に対応するため、「要望書の手交」や「当局との話し合い」などと称して、市町村長や消防長に対し、事実上の交渉を求めてきた場合には、消防職員勤務条件委員会（仮称）における協議を行うべきであり、この旨を法律上、確認的に規定するか。
○　委員を「当局側委員」と「消防職員団体（仮称）側委員」に分けて協議を行う以上、意見の対立等が生じることは避けられず、「職員間の対抗関係」について完全に払拭することができるとは言い難いのではないかと考えられる。 

○　交渉に代わる「協議の仕組み」という新たな制度を導入することになることから、具体的な制度設計に当たっては、更なる検討を要する。
＜検討を要する事項の例＞
・　消防職員団体（仮称）がない消防本部においても、消防職員勤務条件委員会（仮称）を設置することとするか。
・　消防職員団体（仮称）が複数あるなどの場合には、消防職員団体（仮称）側委員をそれぞれの団体の推薦に基づき当局が指名することとするか。　
・　消防職員勤務条件委員会（仮称）は、どのような手続きにより開催することとするか。　等
【パターンＣ】団結権を回復し、当局との交渉も協議も行わない。
１　制度の概要
○　現行法どおり、消防職員には、当局と交渉する団体の結成・加入を認めず、地方公務員法上の職員団体の対象外とする。
○　別途、法律上、勤務条件の維持改善を図ることを目的とする消防職員独自の団体（「消防職員団体（仮称）」）の結成について規定する。
・　地方公務員法第５６条を準用することにより、消防職員団体（仮称）の構成員であることや消防職員団体（仮称）のために正当な行為をしたこと等を理由として不利益な取扱いを受けることが禁止される。 

・　法人格付与法を改正することにより、消防職員団体（仮称）として法人格を取得することができることとする。 

※　当局との交渉を行うことは出来ないが、勤務条件の維持改善を図ることを目的とする法律上の団体として、構成員の意見を取りまとめ、それを当局に対し、表明あるいは申出をすることができる。
２　制度の趣旨
○　「交渉」や「協議」を行わない以上、当局側と職員側の「対抗関係」が生じないことが期待できるのではないかと考えられる。
○　「交渉を行わない団体」であれば、現在でもいくつかの消防本部において法律に基づかない任意の団体として存在していることから、大きな混乱が生じないことが期待できるのではないかと考えられる。 

３　検討課題
○　勤務条件の維持改善を図る手続を法律上制度化していないことから、消防職員団体（仮称）からの「話合い」等の求めがあった場合に、当局側が何らかの対応を取ろうとすると、法律上のルールが適用されない「事実上の交渉」が行われることも想定され、無秩序な関係に陥ることが懸念される。 

○　勤務条件の維持改善を図るという消防職員団体（仮称）を認める一方で、勤務条件の維持改善を図る手続を法律上制度化しないことは、適切な制度と言えるのか検討が必要なのではないかと考えられる。 

※　地方公務員法上の団結権の考え方について
○　「団結権を回復した」と整理することができれば、ＩＬＯとの関係では課題が解決される、と考えられるのであれば、現行法の「職員団体」の解釈を変更することにより団結権のみを認めることは可能か。
→　これについては、①地方公務員法第５２条第２項により、消防職員は同条第１項の「職員団体」の結成又は加入はできないこと、②地方公務員法第５５条は、「職員団体」が交渉を行うことを前提とした条文となっていることから、解釈変更により団結権を認めるとすることは困難。 
【５つのパターンの考え方のまとめ】
○　以上見てきたように、制度のあり方について、消防職員の現在の状況を基準として考えてみれば、現状に近いところから順に、①団結権のみ（パターンＣ）、②団結権＋協議の仕組み（パターンＢ－１及びＢ－２）、③団結権＋当局との交渉（パターンＡ－１及びＡ－２）の３つに分類することができる（別添図参照）。
（団結権のみの場合）
○　パターンＣを採用した場合、現行制度と比較すると、消防職員が、その勤務条件の維持改善を図るために、法律上明確に位置づけられた団体を結成できるようになることが大きく異なり、その法律上の効果としては、以下のような点が挙げられる。こうした法律上の効果は、他のパターンにおいても共通である。
・　地方公務員法第５６条を準用することにより、消防職員団体（仮称）の構成員であることや消防職員団体（仮称）のために正当な行為をしたこと等を理由として不利益な取扱いを受けることが禁止される。 
・　法人格付与法を改正することにより、消防職員団体（仮称）として法人格を取得することができることとなる（その結果として団体自体が法律効果の帰属主体となることができる）。
・　（制度設計の如何によっては）在籍専従が可能となる。
○　消防職員団体（仮称）は、勤務条件の維持改善を図る法律上の仕組みがないが、事実上の行為として勤務条件等に関する構成員の意見を取りまとめ、それを当局に対し、表明あるいは申出をすることはできる。
（団結権＋協議の仕組みの場合）
○　次に、パターンＢ－１又はＢ－２を採用した場合には、消防職員が結成又は参加する団体は、当局との交渉を行うことはできないものの、パターンＣと比較すると、勤務条件の維持改善を図るための仕組みとして当局との交渉に代わる「協議の仕組み」を法制度上位置づけることが異なる。
（団結権＋当局との交渉の場合）
○　さらに、パターンＡ－１又はＡ－２を採用した場合には、消防職員が結成又は参加する団体が、その勤務条件の維持改善を図るために、当局との交渉を行うことができるようになることが、他のパターンとは異なる。
（３）関連する制度上の論点について
ⅰ）団体の構成員について
○　パターンＢ－１、パターンＢ－２及びパターンＣを採用する場合には、消防職員は職員団体とは別の団体を結成することとなるため、一般行政職員と混在した団体の結成を行うことはできないこととなる。
○　パターンＡ－２を採用する場合には、消防職員も一般行政職員と同様に、地方公務員法上の職員団体を結成することとなるため、原則として、一般行政職員と混在した団体の結成も可能であると考えられる。ただし、特例のあり方によっては、職員団体の活動を規制するかたちになるようなパターンも考えられ、このような場合には、消防職員は一般行政職員とは別の消防職員独自の団体のみを結成できる制度を導入することも考えられる。
○　パターンＡ－１を採用する場合には、消防職員にも一般行政職員と全く同じ制度が適用されることとなるため、一般行政職員と混在した団体を結成することとなると考えられる。
○　なお、団体の役員については、いずれのパターンを採用する場合であっても、ＩＬＯ第８７号条約第３条（「労働者団体は、・・・自由にその代表者を選び、・・・する権利を有する。」）との関係で、制限を行うことは適切ではないと考えられる。
ⅱ）消防職員委員会の取扱いについて
○　パターンＡ－１、パターンＡ－２、パターンＢ－１及びパターンＢ－２を採用する場合には、消防職員が勤務条件の維持改善を図るための手続きが法律で制度化されている以上、消防職員委員会制度は廃止することが適当であると考えられる。 

○　パターンＣを採用する場合には、勤務条件の維持改善を図ることを目的とする団体の結成を認める以上、消防職員委員会制度は廃止することが適当と考えられる。一方で、具体的に勤務条件の維持改善を図るための手続が法律上制度化されないことから、存置することも考えられる。 
　　　ただし、消防職員委員会制度は、
・　被服・装備品や施設・設備など、いわゆる管理運営事項についても調査審議の対象となること 

・　消防職員に団結権が認められていないことから実態に即した対応策として導入されたものであること　　　 

について留意する必要がある。 

ⅲ）在籍専従制度について
○　パターンＡ－１及びパターンＡ－２を採用する場合には、一般行政職員と同じ制度を適用することとなり、最長７年（地方公務員法第５５条の２第３項及び同法附則第２０項）まで認めることとなると考えられる。
　ただし、その運用に当たっては、消防職員は、①緊急時の出動を前提とした職務に従事する職員であること、②長期にわたり本来職務から外れる場合には技能や体力の水準が低下するおそれがあること等について、十分留意する必要があると考えられる。
○　パターンＢ－１、パターンＢ－２及びパターンＣを採用する場合には、専従の職員を置く必要があるかどうかも含めて、検討を行う必要があるのではないかと考えられる。
　　その検討に当たっては、上記①、②の視点に十分留意する必要がある。
（４）団結権回復に代えて消防職員委員会制度を改善することについて
○　検討会では、法律上団結権に関する規定を設けず、消防職員委員会制度を改善する方向で検討すべきとの意見もあった。
○　この場合、消防組織法第１７条を改正し、消防事務に消防職員の意見がより反映されやすい制度とすることが考えられるが、具体的な制度のあり方については、下記のような改善例が考えられる。 

＜消防職員委員会制度の改善例＞
・　委員会の審議結果についての尊重義務を置く。 

「消防長は、消防職員委員会の意見の趣旨を尊重しなければならない。」
「消防長が消防職員委員会の意見の内容を実施しないこととするときは、その理由を明らかにしなければならない。」
・　市町村長に対する意見の提出制度を創設する。 

「消防職員委員会の意見の内容が実施されない場合において、委員長が必要と認めるときは、消防職員委員会は、市町村長に意見を提出することができる。」
「市町村長は、消防職員委員会の意見の内容を実施しないこととするときは、その理由を明らかにしなければならない。」
○　この場合、消防職員の勤務条件の維持改善に消防職員の意見を反映させることが、これまで以上に期待できる一方で、長い経緯を持つ「消防職員の団結権問題」の解決につながらないのではないかと考えられる。 

５　制度化する場合に留意する事項
○　消防職員の団結権を回復することになる場合には、４において検討したいずれのパターンを採用する場合であっても、その制度化にあたっては、以下の点に留意して検討を行う必要がある。
（１）適切な制度の運用
　○　消防職員の団結権を回復する場合には、どの制度を選択する場合であっても、労使双方による適切な制度運用に向けた努力が不可欠である。
○　消防と地域住民との間の信頼関係を確保するためにも、制度の適切な運用は不可欠である。
（２）公務員制度改革との関連
○　消防職員の団結権に係る制度を具体化する場合には、一般行政職員の労働基本権に関する制度改正の内容を十分に踏まえた上で、併せて検討することが適当である。
（３）円滑な制度実施に向けた配慮
○　十分な準備期間を置き、研修会の実施など制度趣旨の周知に努めることが必要である。
○　特に、小規模な消防本部や一部事務組合形式による消防本部等においても円滑に新制度に移行できるよう、留意する必要がある。
（４）その他の留意事項
①　消防職員の給料表等について
○　検討会において、警察と消防との労働基本権のあり方が異なることとなった場合に、消防職員の給料表について、どのように取り扱うべきかという議論があった。
○　地方公務員の給与については、地方公務員法第２４条第１項において「その職務と責任に応ずるものでなければならない」こととされており、この原則は、消防職員にも当然当てはまる。このため、消防職員の給与については、団結権が回復されることとなった場合でも、従前と同様、その職務の特性に応じて考えなければならないことについて、各消防本部において留意する必要がある。
②　消防団との関係について
○　消防団との信頼関係の確保のために、制度の適切な運用を図るとともに、検討会でも議論のあった消防団との連携策や消防団員の待遇等のあり方についても、今後、各消防本部において留意する必要がある。
６　消防職員の団結権についての方向性
○　本ワーキンググループには、第７回検討会で提示された「主要な論点」に沿って考え方を整理していくことが求められており、団結権を回復することにより生じる課題・懸念や団結権を回復する場合の制度のあり方、その場合に生じ得る課題・懸念への対応策や、当局との交渉についてどう考えるのか等について検討を行ってきた。
○　３では、諸外国の状況や本土復帰前の沖縄の状況を可能な範囲で調査したが、これによる限りでは、団結権が認められていることにより、消防業務への支障があったか否かまでは確認することはできなかった。また、４では、団結権を回復する場合の制度のあり方について、具体的なパターンを整理して検討したところである。
○　４で示した各パターンには、それぞれに一長一短があるが、いずれのパターンにおいても、団結権を回復する場合に考えられる課題や懸念に対して、一定の対応策を含めた制度のあり方を提示しており、その具体化を追究していくに値するものである。
○　団結権を回復するか否かについては、今後、政府において検討の上、最終的に決定されるべきものであるが、ワーキンググループとしては、団結権を回復する場合の制度設計に資する提示はできたものと考える。
○　政府における検討にあたっては、国民・住民の生命、身体及び財産を守るという日本の消防の使命を踏まえ、国民・住民に対する行政サービスの向上につながるよう、また、消防に対する国民の信頼を損なうことのないよう十分留意して、公務員制度改革の状況も踏まえた検討を行うことが求められる。
○　なお、どのような制度を採用する場合であっても、国民、住民から支持されるためには、労使双方による適切な制度運用に向けた努力が不可欠である。
資料１
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